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大学等における学生の安全教育のためのガイドライン 
 

Ⅰ 趣旨 

 安全に関する教育は、企業、特に製造業等の初期研修に含まれ、また継続的に行わ

れている。このことは、労働安全衛生法第 59条及び第 60条の２にも定められており

事業者がその義務として行っているものである。しかし、労働災害発生状況では、日

本の死亡災害及び休業 4 日以上の死傷災害の死傷者数は 2 万人を超えており、職場の

安全が確保されているとは言いがたい。また、大規模災害において安全上の不備や安

全の軽視が背景にあることが報道されることも少なくないことから、安全な社会の形

成とその背景にある安全文化が醸成されているとは言えない状況にある。 

 安全で安心な社会の形成のためには、社会の基盤整備が必要であるが、加えて社会

の構成員各人によるリスクの認知、リスクの適切な評価、リスクへの対応が不可欠で

ある。しかし、そのために必要な能力の習得は国民に対して体系的には行われていな

い。このことから、これらの能力の習得、育成において基礎となるべきものは学校教

育であると考えられる。特に、人材育成としての役割を持つ大学及び高等専門学校等

（以下、大学等）において安全に強い人材の育成を図ることが安全で安心な社会の形

成のために不可欠である。 

 そのため、本ガイドラインでは、安全に強い人材の育成における安全教育の実施に

あたり必要な情報を整理することで、安全教育の種類、実施体制、教育手法、プログ

ラム例、評価及び留意事項を示し、大学等における安全教育の実施の目安とするもの

である。 

 

Ⅱ 安全教育の種類 

 大学等において安全に強い人材の育成の観点で実施される安全教育は 3 つの方向性

として、①大学における安全な活動の実現、②専門職としての安全の知識技能の習得、

③社会人としてリスクの認知と対処のための基礎力の涵養がある。それぞれの目的は、

①研究業務や学生生活における安全な活動のための必要な知識の習得と手技の習得、

②製品設計等において法令等による要求の理解とそのための実技の習得、③リスクの

１．大学等における安全教育の種類

目的 対象となる範囲 教育内容例

大学における安全な活動 大学等における教育研究活動等

試薬や機器の取扱い講習、廃棄処理講
習、RI取り扱い講習会、雇い入れ時安
全衛生講習、学生実験ガイダンス等

専門職としての安全の知識技能の習得 製造物及び管理対象の設備制度等

工学分野における技術（者）倫理、安全
工学、信頼性工学、特定分野の安全技
術等

リスクの認知と対処のための基礎力の涵養 生活全般
横浜国大環境情報学府リスクマネジメ
ント専攻セイフティマネジメントコース等
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認知とそれへの対処の理解と実践力の習得である。 

 大学等において行われている各種の安全教育は目的によりこれらの種類に明確に分

割されるものではなく、いずれの方向性も含むものであるため、各種安全教育におい

ては、これらの方向性を含むことを考慮して企画することが望まれる。 

  

Ⅲ 安全教育実施の体制 

 安全教育の実施体制には、大学等における安全管理部門、環境管理部門、健康管理

部門だけでなく、化学、工学、生物学、土木・建築学、医学、機械工学、情報工学、

心理学、教育学等の背景を持つ教職員等による学際的な実施体制を構築することが望

ましい。また、体験学習等を含む場合は、十分にその体験学習の対象となる事象の分

野に精通した者による企画運営が不可欠であり、ノウハウ等を持つ外部の機関等を利

用することも考慮するべきである。 

 安全教育の実施だけでなく、可能ならば、プログラム修了後のフォローアップや自

発的な学習の支援の体制を整備しておくことは知識や安全意識の保持のためにまたこ

れらの向上のために不可欠であり、大学において研究室での On the Job Training

（OJT）を継続的に行うことで対応することが有効と考えられることから指導教員等

がこれらを行えるスキルの習得の機会を設けることが推奨される。 

 

Ⅳ 安全教育の教育手法 

 教育手法については、導入として①講義型、②グループワーク型、③プロジェクト

型、④実習・体験型及び⑤これらの複合型がある。また継続的な安全教育のための⑥

OJTがある。 

 １）講義型の特徴 

 講義型は、知識の系統的理解には有効であるとされるが、手技・スキル等の習得

では有効ではないとされる。また、知識が行動変容には結びつきにくいとされる。

また、理解の促進、学習意欲の促進には、「考えさせる」講義としてのクリティカ

ルシンキングや理解促進のための実演やマルチメディア教材の利用が有効とされ

る。 

 ２）グループワーク型の特徴 

 グループ型は、グループワークは少人数のチームを作り、各チームにテーマを与

えて情報の検索、ディスカッション等を短時間また短期間で行わせることにより理

解を深めようとするものであり、事例検討等もこれに含まれる。 

 グループワークは、グループ内の学生が相互に影響をおよぼすことにより学習意

欲の亢進や学習効果が高まることや協力作業によって知識の補完が行われること
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によって構造的理解が促進される。 

 ３）プロジェクト型の特徴 

 プロジェクト型安全教育は、個人又は小集団にテーマを与えて情報収集、分析、

評価、対策等の立案、可能なら対策の実施とその効果の評価の一連又はその一部を

教員の指導の下で学生に行わせるものである。 

 プロジェクト型については、問題解決能力の取得に有効であり、能動的な学習で

あることから、学習意欲が促進される。また、副次的な効果としてブレインストー

ミングの習得や協調性の育成に有効である。一方、プロジェクト型の教育には指導

側の準備の負担が大きい。 

 ４）実習・体験型の特徴 

 実習・体験型は、学生自らに作業や操作を行わせる学生実験や模擬事故体験など

を用いて、操作等の手技の習得、リスクの理解及び事故災害時のパニックを防止す

ることを目的とするものである。防災訓練にて行われる模擬研修等もこれに含まれ

る。 

 実習・体験型は、受講者に強い印象を与えることから、記憶に残りやすくまた自

らが操作することから他の教育手法では習得が困難な手技等の習得が可能なもの

である。一方、実習・体験型は指導側の準備の負担が大きく、準備が不十分な場合

は事故災害を引き起こす可能性もあるため慎重に準備する必要があり、十分な知識

経験がある者が企画運営する必要がある。 

 5）複合型の特徴 

 複合型は、１）から４）の教育手法を組み合わせたものであり、特にテーマが大

規模災害、危機管理等の場合は、講義、グループワークや体験学習を組み合わせた

プログラム等が行われる。複合型では、安全だけでなく経済、行政、心理、経営、

プロセス技術等の面から課題を検討することを目指素ことが多く、可能ならばグル

ープ編成では専攻する分野が異なる者で構成されるように配置することが望まし

い。 

 複合型では、その効果として多元的検討が進められるようになるとともに、協力

体制の構築に有効であり、学外の組織や施設を利用することなどによって学生の安

全への態度、自己の認知に良い効果が得られるとされる。 

 ６）OJTの特徴 

 OJTの特徴は実際に行う作業についての教育を現場で行うことにより、より具体

的かつ実践的なスキルを習得できること、また繰り返し行うことで確実なスキルの

習得が期待できることにある。ただし、原則として指導者とマンツーマンで行うも

のであることからルールや操作手順等の暗記に留まる可能性があることより、問題
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解決能力の育成と組み合わせること、また実際に行う作業以外については OJT は

行い難いことから知識、スキルの偏りが起きる可能性があることより系統的な教育

との組合せが求められる。 

 指導者側の負担が大きいこと、指導のスキルの影響が大きいことから、指導者へ

の教育も整備しておくことが望ましい。 

 

 

Ⅴ 安全教育プログラム 

 １）安全教育プログラムの企画 

 安全教育の企画においては、その主な目的が、①大学における安全な活動の実現、

②専門職としての安全の知識技能の習得、③社会人としてリスクの認知と対処のた

めの基礎力の涵養のいずれであるかを決めることが必要である。また、教育の対象

となるものと到達目標を明らかにする必要がある。 

 この企画においては、大学卒業後の学生の進路を考慮にいれる必要がある。大学

卒業後の進路は広範であり、在学中に学んだ分野以外への就職も稀ではない、その

ため、在学中の分野にだけに特化した安全教育では十分とはいえない。また在学中

に学んだ分野への就職ではプロフェショナルとして活動することが求められるた

め、より専門的な領域までを含めた安全教育が求められる。 

 例）実験室における化学薬品の適正な管理 

   ・試薬の危険有害性の基本的な知識を習得する。 

   ・試薬の保管方法及び使用の記録方法を理解する。 

   ・試薬を安全に取り扱える。 

   ・廃液、廃試薬の廃棄手続きを理解する。 

 ２）対象の選定 

２．教育手法とその特徴

種別 利点 課題点 備考

講義型 知識の系統的理解に有効
技術やスキルの習得が難しい
行動変容に結びつけにくい

クリティカルシンキング
や実演等により理解の
促進が図れる

グループワーク型 知識の構造的
理解の促進に有効

学習意欲の促進
コーディネーターが必要となる
技術やスキルの習得が難しい

プロジェクト型 問題解決能力の習得に有効
学習意欲の促進

指導側の負担が大きい
習得される知識が偏る

講義型との複合が望ま
しい

実習・体験型
技術やスキルの習得に有効
学習意欲の促進

施設設備が必要
事前の準備の負担が大きい
習得される知識が偏る

OJT型

実際の活動に適合したスキルの
習得に有効
研究分野に特化した知識、スキル
の習得に有効
継続的な教育が行える

教員等の指導者の負担が大きい
実際に行う作業以外の知識やス
キルの習得は難しい
問題解決能力の育成は難しい

系統的な知識の習得や
プロジェクト型の教育と
組み合わせることが望ま
しい。
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 教育対象が、新入生、学部生、大学院生等でその基礎知識やスキル等が異なる。

また、カリキュラム全体との関連を考慮することで学生の学習意欲の促進や学習効

果の向上が期待できる。 

 ３）教育手法の選定 

 教育の対象と到達目標に合わせて、教育手法を選定する。ただし、到達目標等に

関わらず学生が参加できるグループワーク型、実習・体験型を組み込むことは理解

の促進、教育効果の向上のために推奨される。 

 ４）安全教育プログラムの作成 

 安全教育プログラムの標準となるものは現時点では無いため、プログラムの作成

においては、自主参加型のゼミナール等よりも単位取得できる科目として設定する

ほうが学生の学習意欲は高くなるので望ましい。 

 また専攻分野にかかわらず全員が必修とするべき基礎的な教育と専門的な教育

及び応用的な教育の部分に分けて受講できるように作成することが望ましい。基礎

的な教育は必修とすることが望ましいものであり、さらに学生の専攻によって選択

科目として専門的な教育や応用的な教育を履修できるようにできると体系的かつ

専攻分野で求められるスキル等の習得が効率的である。 

 知識の系統的な習得とスキルの習得を行うことと意識変容及び行動変容までを

誘導するためにはそれぞれ系統講義、実習・体験学習、グループワークなどの組合

せを考慮するべきである。特に問題解決力の習得のためのプロジェクト型の教育を

行う場合は、プログラムのはじめにテーマの提示やプログラム中の指導体制の整備

を行っておく必要がある。 

 プログラムの構成においては、①安全の原則の理解、②リスクマネジメント、法

令、評価方法等の共通となる知識、スキルの習得、③化学物質、電気、機械、健康、

人間工学等の専門的であるが基礎的な知識やスキルの習得、④産業別や専門分野別

等の専門的応用的な知識やスキルの習得、の階層構造を取ることで体系的かつ専門

的な教育プログラムとすることができる。 

 

Ⅵ 安全教育の評価 

 安全教育の効果を評価し、安全教育プログラムの質の向上を諮る必要がある。教育

効果は、次の段階に分けられる。 

 短期効果 

  ・知識の習得（アウトカム）：試験による評価等 

  ・手技の習得（アウトカム）：試験又は実習時の観察による評価等 

  ・安全意識の向上（アウトカム）：アンケートによる評価等 
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  ・受講率（プロセス）：出席簿やアンケートによる評価等 

  ・教育のわかりやすさ（プロセス）：アンケートによる評価等 

 長期効果 

  ・習得した知識の保持（アウトカム）：一定期間後の試験又はアンケートに 

                   よる評価等 

  ・習得した手技の習得（アウトカム）：実験・実習時の観察による評価等 

  ・安全への行動変容（アウトカム）：実験・実習時の観察による評価等 

  ・安全への関心の保持（アウトカム）：アンケートによる評価等 

  ・組織の安全への指向・安全文化（アウトカム）：安全統計、事故災害統計 

                   アンケート調査による評価等 

  ・受講志望者数（プロセス）：コースの志望者数、履修届による評価等 

 

Ⅶ 安全教育カリキュラムの例 

 講義型教育の例 

 専攻等を考慮しない講義型の安全教育の例として、安全教育を充実させる目的で協

会内に「安全教育に関するワーキンググループ(以下 WG)」が全学部向けに 15回(2単

位)程度の講義を実施する際に教員が使用できる、安全教育に関する最低限のエッセン

スを盛り込んだ教材として作成したものを表１に例示する。講義 1回は 90分 15回を

想定したものである。特に、教育研究における安全確保を目的とするものである。 

 一方、企業が求める安全教育のカリキュラム例を表２に示す。これらの教育は社会

人として、また従業員として習得して就業することが望ましいと考えられるものであ

り、大学卒業前に素養として修得することが望まれるものである。 
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参考 安全教育プログラム例 

表１ 国立大学協会による安全教育カリキュラム例 
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表２ 企業が求める安全教育カリキュラム 

 


